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1．大正期日本外交史の国際環境としての諸帝国の崩壊と不在
　大正期日本外交史の国際環境をユーラシア大陸に関して考察すると、諸帝国の崩壊と不在という現象
が大きく浮かび上がってくる。＝L・一一ラシア大陸には、およそ15世紀半ばから17世紀半ばにかけて、ロシ
ア帝国、オスマン帝国、ムガル帝国と清帝国が確立されるか、あるいは全盛期を迎えた。ロシア帝国に
ついては、1533年に僅か3歳で即位したイヴァン四世（雷帝）が親政を開始するのが1547年のことであっ
た。この時、イヴァン四世は「全ロシアの皇帝（ツァーリ）」を自称してモスクワ大公国をロシア帝国へ
と発展させる基礎を築いた。ただし、ロシア帝国という名称の成立はこれよりもはるか後のことである。
スエーデンとの北方戦役に勝利を収めてニスタッドの和約（1721年）を結ぱせたピョートルー世に対し
てロシア元老院は皇帝の称号を正式に贈呈した。ここにロシア帝国が成立する。（山下範久、61頁。木崎
良平、125頁。Richard　Moeller，　p．96．）オスマン帝国の建国は1299年、建国者はオスマン＝ベイ（在位
1299－1326年）と考えられているが、この帝国はスレイマンー世（在位1520－1566年）の時代に最盛期を
迎えた。彼の軍隊は各地で勝利を収めたが、中東ではイランを敗退させてバグダッドを中心とするイラ
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クの地を征服し、第一次世界大戦でオスマン帝国が敗れるまでイラクを支配し続けた。（三橋富治男、
205－206頁）ムガル帝国が創設されたのはバーブルがインド皇帝を自称した1526年と考えられるが、第
三代皇帝であるアクバル大帝（在位1556－1605年）こそが、ムガル帝国を確立したといえよう。太祖ヌ
ルハチが後金を建国したのは1616年であるが、第二代太宗は1636年に後金を大清とあらため、1644年
に第三代世祖が北京を首都とさだめて長く中国を支配することを宣言した。
　ユーラシア大陸にはこのように巨大な四つの帝国が成立をみたが、ユーラシア大陸のはるか西では、
ハプスブルク帝国が、カール五世（在位1519－1556年）の時にイスパニア王位をも兼ねることによって
イスパニアの領土であったラテンアメリカ大陸の主要部分までも支配下に収めて、太陽の没することな
き帝国といわれるものを、ごく一時的にではあったがっくり上げていた。その後、ハプスブルク王家は
ウィーンのハプスブルク王家とイスパニアのハプスブルク王家に分かれるが、ウィーンのハプスブルク
王朝は依然強大を誇り、1867年にオーストリア・ハンガリー二重君主国に改組されてからも、中欧に五
千万の人口を擁する大きな帝国であり続けた。中欧には1871年にドイツ帝国が創設され、イギリスはヨ
ーロッパ内部ではなく海外に進出してインドを中心とした大英帝国を確立した。しかし大英帝国は世界
帝国ではあっても、ユーラシア大陸についてはインド亜大陸の支配を別とすれば、海軍力による香港な
どの「点」の支配にとどまったというべきであろう。以上の問題については、拙論「ユーラシア外交史
の中での帝国とネイション」の中で詳しく考察を試みた。
　大正期の日本外交のあり方にっいて、第一次世界大戦への対応、第四回日露協約、シベリア出兵、ワ
シントン会議などの主題を中心として考察することが、本研究の目的であった。この研究にあたって、
ユーラシア外交史という独自の視点を加えることによって、従来の大正外交史に対する独自性、独創性
を主張し得ると考える。本研究の前提を形成する論文「ユーラシア外交史の中での帝国とネイション」
は、およそ十六世紀頃に、ユーラシア大陸に、ロシア帝国、清帝国、ムガル帝国、オスマン帝国という
四大帝国が確立された事実を検証した。大正外交史は、これら四大帝国のうちで、すでにイギリスの支
配下で消滅していたムガル帝国は別として、ロシア帝国、清帝国、ならびに、日本にとっての関わりは
小さいがオスマン帝国が消滅するという一大変動の中で展開されたのである。最初に消滅したのは清帝
国である。1912年7月30日に明治天皇は崩御、年号は明治から大正に変わる。同年2月12日に清朝最
後の皇帝である宣統帝淳儀は退位して全権を衷世凱に譲り渡し、ここに清朝は最終的に消滅した。大正
時代が、中国大陸における巨大な帝国の消滅とほぼ同時に開幕した事実は、この時代の日本外交をも規
定した。
　第一次世界大戦の勃発（1914年8月）によってイギリスなどのヨーロッパ列強の中国大陸への圧力が
一時的に弱まったのをみた日本の指導者層のうち、大隈内閣外相加藤高明に代表されるひとびとは、哀
世凱の政権にいわゆる「二十一箇条要求」をっきっけ、1915（大正14）年7月7日には最後通牒を手交
して、7月9日に受諾させた。日中関係は悪化し、中国民衆のナショナリズム高揚の契機となる。二十一
箇条要求の主要部分がパリ講和会議で承認され、山東半島の旧ドイツ利権が日本に引き渡されることが
明らかになると、1919年5月4日に五四運動が開始されて、反日ナショナリズムはさらに高揚すること
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になる。
　ロシアでは三月革命によって1917（大正16）年3月16日にロマノブ王朝のロシア帝国は消滅し、十
一月革命（11月7日）にはレーニンのボリシェヴィキ政権が成立した。大正時代の日本は、ユーラシア大
陸内部に力の真空状態が生ずるのを体験した。これに対する日本外交の対応は、対華二十一箇条要求を
提出し、ロシア革命直前の1916（大正15）年7月3日，に締結した事実上の日露軍事同盟を意味する第四
回日露協約が、ロシア革命によって失効した後には、1918年（大正7）年8月4日に日米協調の名目の
もとにシベリア出兵を開始するなど、強権的対応に終始するものであった。そして、これらの強権的対
応を可能にした要因は、上に述ぺたようなユーラシア大陸における清帝国とロシア帝国の崩壊であった
ということが出来るであろう。
　アメリカの呼びかけによって召集されたワシントン会議（1921年11月12日から1922年2月6日）は、
日本の中国大陸進出を牽制することを主要目的としており、日本海軍主力艦の対米六割までの削減、日
英同盟の廃棄などが決定されたが、会議の時点ではソヴィエト・ロシアは軍事力が低下して、軍事大国
ではなくなっていたから、同国の軍事力が近い将来に巨大化したときにこれに直面する日本が抱くであ
ろう不安などへの配慮は一切無く、このことがのちに日本陸軍の対ソ焦慮感につらなることになる。
　1925（大正14）年10月16日にはヨーロッパの緊張を大いに緩和させたロカルノ条約が調印され、世
界は平和の方向に向かうかに見えた。我が国でも、大正時代は、比較的に平和な時代であり、白樺派の
文学などが開花した。しかし、第四回日露協約のロシア革命による消滅、日英同盟の消滅、中国におけ
る反日ナショナリズムの高揚、ワシントン会議による日本への牽制など、実は、後の時代の日本にとっ
ての大きな不安要因となる出来事が、清帝国とロシア帝国の崩壊を背景に次々に起こっていたのである。
　本研究では、日本と直接かかわりをもつユーラシア大陸の二大帝国の消滅を背景としての、日本にと
っての潜在的不安要因の醸成という角度から、大正外交史の研究に新しい照明を当てることをめざした。
2．原敬日記に見た清帝国の崩壊への日本の指導者層の対応
　辛亥革命（19n年10月10日勃発）直後の原敬日記を見ると、1911（明治44）年10月13日の項に、
次のような記載が見出される。この日の第二次西園寺内閣の閣議で陸相石本新六が、敢えて閣議召集を
求めるという訳ではなく、又、陸軍でも確定はしていないとして、清国に事あるに際し、我国は現状に
甘んずべきかどうか、又はいずれかの土地を占領すぺきかどうか、若し占領するとすればどの地を占領
すべきか等を決めておきたいものだ、という書面を閣僚に回覧させた。自分は万一の場合は利益保護の
名義で大冶地方を占領し、これによって満州問題を解決すべきであるという話を聞いたことがあるので、
前内閣（第二次桂内閣）において何か決定したものはないか、と反問したところ、石本は何らの決定も
ない、と述べた。（『原敬日記』第三巻、174頁）この時、原は第二次西園寺内閣の内相の地位にあった。
　同年12月8日の項には、次のような記載が見出される。閣議で外相内田康哉から、清国事件について
英国との交渉ならびに哀世凱に対する公使伊集院彦吉の交渉等について報告があり、種々協議の結果、
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英国とは今少し進んで提携して、清国の現状に立ち入り、平和的解決をさせることに決定し、また、居
留民保護のため各国も兵を送るので、先だって北方に送ったほかに、漢口に二中隊ばかり派遣すること
に決定した。（同書、192頁）
　同年12月12日の項には、内田外相の閣議での報告が記されている。すなわち、この日の閣議で、清
国問題に関し、英国政府は先ごろの態度とは異なり、四国借款の一部として革命党の了承を得て（括弧
内に「如何なる意味か不明瞭なり」と注記されている）清国政府の現下の状況に処するために幾分かの
金を貸し、また清国政府と革命党の間に調停を試みるのに我政府の参加を求める旨の申し出があったが、
これは多分、在漢口英国総領事が清国政府と革命党の間に休戦を成立させることに関係したために、我
政府を英国が出し抜いたという疑念が生まれることを恐れてこの態度に出たものであろうといった事情
を、内田外相が報告した。（同書、193頁）
　同年12月15日の日記に、原口要という人物が初めて登場する。同日の日記には次のように記されて
いる。原口要は清国南方鉄道の顧問であるが、革命の乱に際して、これまで原口を雇用していた端方（た
んほう）の生死さえ不明である今日、如何ともすることが出来なかった。そこに革命党から黄興の命令
を受けて何天燗等が来て原口に清国に来るように促し、かっ金策の依頼があった。ところが金策はさま
ざまの申し出はあるが取るに足らず、ただ外国資本の関係もなく清人だけによって設立された漉杭（こ
うこう）鉄道だけは私立会杜であるからこの会社の社債として借入金にすれば多少の金策は出来るであ
ろうと何天燗には告げておいた。黄興から懇請がなければ渡清はしない考えである。そしてこれまでも
鉄道院総裁と外相には何事も内々に話しておいたので、この旨を外相にも会見して打ち明けておこうと
原口は言ったので、自分は原口の考案を是認し、そして将来我国が南方に根拠地を持つのに便利とおな
るであろうから、原口の考案ならびに渡清にも賛成しておいた。（同書、196－197頁）
　原口要は1912（明治45）年2月4日の日記にもう一度登場する。すなわち、原口要が渡清するという
ことで暇乞いに来た。原口は南清における今回の革命党黄興らから招かれていたが、財政ならびに鉄道
の問題についてしきりに渡清を促してくるので兎に角渡清するというので、先ごろも内々に話したとお
り、涙杭鉄道のように我方で金を貸し付けて他日の計をなすのに適するものがあれば尽力するであろう
旨を内々に話しておいた。彼もその積りであると言った。（同書、215頁）
　原口要の名はこの後すぐに言及するようにこれより前の1月9日の日記にも出てくるが、それ以後、
原敬日記には全く登場しなくなる。ここまでの日記に現われた原の辛亥革命に対する見方は、日本から
金を貸し付けて根拠地を確保するとか、必要とあれば軍隊を派遣するといった、当時の日本の指導者に
共通する認識と変りはないように見受けられる。原口要という人物もそのために利用価値があると考え
られたのであろう。ところが、革命党に金を貸し付けて黒龍江、吉林、奉天の東三省を日本に割譲する
約束を革命党から取り付けておこうという具体案が三井物産の益田孝や元老の井上馨らの間で浮上して
くると、原はやや心理的な緊張を高めたようである。
　1912（明治45）年1月9日の日記はこのあたりの事情を以下のように詳細に記している。内田外相か
ら清国革命党に金を貸すことに関して濾杭鉄道を担保に貸し付ける相談（括弧内に「先達原口要より聞
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きたる案」と注記されている）を渋沢（榮一）、大倉（喜八郎）ら実業人数名を外務省に招いて協議する
という話があったので、その事柄は大いに賛成であるが外務省に招いて協議するということは外国の注
目も惹くであろうから見合わせたほうがよいであろう、と注意しておいた、と。内田がこの話をした閣
議の後で、原は井上馨を訪問している。井上のところで出た話では、黄興から井上に革命党に同情して
金融について心配してくれるように直接依頼状を送ってよこした。また、益田孝も井上を訪問して、三
井物産から漢口に派遣しておいた森恪がこのことに関係していて詳しく話も聞いたし、また小田原で山
県有朋にも話をしたところ、この機会に東三省を我が物とすることの密約を革命党としておくことは賛
成だと言ったということである。けれどもこのようなことは（井上の意見では）内閣の決議によらなけ
ればならない。また他方では大冶鉄鉱山を彼我共同の事業としようとして、これも三井物産の山本条太
郎らが（井上の）同意を求めてきたが、大冶鉄鉱山は盛宣懐が大株主であるからして、他日革命党が盛
宣懐の財産没収を決行して同鉱山の一半は我国と革命党の共同所有となるかもしれないので、これも内
閣の同意がなければ賛否いずれとも言い難いので西園寺首相に話してくれないか、と井上は言った。し
かし西園寺は病気で面会不可能なので、内田外相に話しておくことにして、帰りに内田を訪問してこの
ことを内々に話したところ、内田にも種々の内々の話は他から持ち込まれているという。黄興から井上
に宛てた書状は内田に渡しておいた、と。（同書、210頁）
　翌1月10日になると、早速三井物産の益田孝が原を訪問している。この日の日記は次のように記して
いる。益田孝が来訪、井上から内々に話があったらしく、食い違いがあってはいけないということで言
うには、黄興から井上に依頼書を送ってよこしたのは、我国の維新の際に尽力した適当な人に同情を求
めるために井上を見込んで言ってきたもので、また、東三省を云々というのは、益田が森恪に対して、（革
命党が）これほど我国に依頼してくるのならば、この機会に乗じて、革命党がこころざしを達成したな
らば東三省を我国に割譲するであろうという内約を取り付けておくことが必要である、と言ったところ、
森はそのことは出来るであろう、すでに井上宛の書状でも、東三省は日本側で因縁のある土地であるか
ら同地で騒擾を起こさせてはいけないと同志を戒めているというような記載がある位であるから、東三
省割譲は必ず出来るであろう、と言ったことが原因であり、井上はこれを他のことと混同して言ったよ
うであるが、黄興からそのように言ってきたのではないと言うので、昨日内田に井上の言葉として内々
に話をした中に違った点があるので、明日にも自分から訂正しておこう、と述べておいた。（同書、211
頁）
　以上の、東三省をめぐる後日の歴史に思いを馳せる時にはなはだ示唆的と思われるいきさつを詳細に
記した後で、原は次のような感想を付け加えている。要するに革命党は我国に依存して成功を計ろうと
するのに急であって、またこの機会に我国の商人および浪人などが種々の利益獲得を企てているのは事
実であり、そしてこの企てには革命党の代表として在京するものも利益獲得に狂奔しているもののよう
である、と。（同書、211頁）
　この後、原の日記は国内政治をめぐる記述に終始しており、次に中国状勢にっいての記述が見出され
るのは1913（大正2）年9月16日の項である。このあいだに半年が経過している。この日の閣議で外相
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牧野伸顕から中国との交渉にっいて報告があったが、日本側が希望として提出した張勲の「革職」は山
座円次郎公使からの申し出によって山本権兵衛首相と牧野外相とが急いで追加したもので、実に不得策
の処置であった、と記されている。
　張勲の動向については、原は強い関心を寄せていたようであり、10月7日にも、1914（大正3）年1
月4日にも言及している。張勲（1854－1923年）は北洋軍閥の一人で、『新編東洋史辞典』（569頁）によ
ると、兵卒から提督に進み、辛亥革命後は哀世凱の配下に加わった。哀世凱の残後、軍を率いて天津に
入り、大総統黎元洪を威嚇して国会を解散させ、北京に進んで1917年7月1日に宣統廃帝の復辟を宣言
したが総理段棋瑞の討伐軍に大敗して復辟は12目で失敗し、その後は天津に隠棲した。
　1913年10月7日の日記には、前日の10月6日に清国議会で選挙があり、哀世凱が大統領に、黎元洪
が副統領に選挙された旨が記載され、同時に各国が中華民国を承認したこと、この承認に関しては閣議
の決定に基づいて山座公使が北京で各国公使のあいだを斡旋して共同承認させたものであり、哀世凱は
もとより北方政権では我国に対して好感が生ずるはずである、と述べられている。（同書、343頁）この
後、南京、漢口、発州などの問題についての、結末の報告をめぐっての牧野外相とのいきさつが続いて
いるが、注目を惹くのは、この半年、中国大陸は、中国国民党の指導者宋教仁の哀世凱の手先による暗
殺（1913年3月20日）、哀世凱に反対する「第二革命」の勃発（同年7月12日）とその挫折（同年9月
1日）などの重大事件が続発しているにもかかわらず、これらの事件についての記述が全く見られない事
実であろう。なお、南京、漢口、亮州の問題というのは、『20世紀全記録』（1913年8月の項、192頁）
に記されている、哀世凱軍の南京入城に際しての三人の日本人の殺害、漢口派遣部隊付陸軍少尉西村彦
馬を哀世凱軍が拘禁した事件、山東省克州で革命派軍兵士が陸軍大尉川崎京一を監禁した事件をそれぞ
れ指すものと考えられる。
3．原敬日記に見たロシア帝国の崩壊への日本の指導者層の対応
　清帝国崩壊直後の中国にっいての言及が比較的少ないのにくらべて、1917年の十一月革命によるロシ
ア帝国崩壊直後のロシアにっいては、しばしば詳細な記述が見られ、しかもこれらの記述はシベリア出
兵論についての批判が大半を占めている。ロマノブ王朝は、すでに1917年の三月革命によって消滅して
いたが、このことについては1917（大正6）年3月18日の項に次のように記されている。原文のまま引
用する。
　〈露国に革命起り露帝退位せりと云ふ。露国国情は実に奇妙にて先年日露戦争の際にも革命起り遂に
立憲政治となりたるも今回は露帝退位に至れるは真に大政変と云ふべし、其原因詳ならざるも親独傾向
に激したるものの如し。〉（『原敬日記』第四巻、272頁）
十一月革命後の時期の日記にロシア情勢についての記述が最初になされたのは、1917（大正6）年11月
一116一
? 会・’　°AtSli
12日である。この記述は当日首相官邸で行なわれた外交調査会に関するもので、大要以下のように記さ
れている。最初に外相本野一郎から報告があって、パリ会議は英国から申し入れがあり、今回いよいよ
開催するというので我国からは駐英、駐仏の両大使を参加させることになったとして、その訓令案にっ
いて相談があったが、その要旨は、万一（ヨーロッパ戦線への日本の）出兵を請求されても我国は同意
することは出来ない、そのかわりに兵器または財力で援助すべきである、また講和条件などに論及がな
されるとするならば、我国は山東省においてドイツが保有していた権利利益を獲得することと、南洋に
おいて赤道以北のドイツの領土を獲得することは講和の条件である旨を内訓することとなっていて、別
段不都合もないので同意はしたが、しかし、ロシアを救済するということで始まったこの案は、ロシア
の今日の情況やイタリアが大敗した今日では、会議の結果はそれほど重視出来ず、ことに列国参列の意
味も不明なので、効力を重視できないと考えて賛成しておいた。また、本野外相から、ロシアから鉄道
を買収する件は二千五百万円で相談がまとまったけれども、ロシア大使の案は、東清鉄道会社から南満
鉄道会社に売却する案であり、‘日本政府がロシア政府から直接買収するという日本政府の案とは違って
いる、けれどもロシアの案の通りならば駐日ロシア大使は調印の権限をもっているが、これを政府の買
収にあらためる場合は本国政府の訓令を仰がなければならない、ところがロシアの今日の政変状態では
その訓令を得ることは困難であると（ロシア大使側が）言うので、現内閣は会社間の授受案に調印し、
同時にこの案の会社を政府にあらためることを求める書簡を添付し、これに対しロシア大使は了承した
上で本国政府に伝達するという返事をすることにすればこの急場に処す便法であって良いと思う、と本
野外相は説明した。自分は、買い入れには異議はなく、切迫した事情も了解するけれども、この手続き
は穏当でないし、他日議会の問題になるかもしれないので、政府においてなお篤と考えて適法の手続き
にあらためてはどうか、と注意し、各委員も同意してさらに政府が考究することとして散会した。この
日の外交調査会では、平田東助は自分とほとんど同意見で、事情は尤もであるが議会は形式を争うので、
篤と考究するのが良い、と言い、犬養毅は調印した後で形式を付ければ良い、という豪傑論を述べたが
賛成者はなく、自分は犬養案のごときを勧告する勇気はない、篤と勘考せよ、と言っておいた。また、
伊東巳代治は、シベリア鉄道を日本で管理する工夫はないか、資本は米国から出させて日本が管理する
のが得策である、出来ないものか、と寺内正毅首相に質問したが、寺内首相は不可能でしょうと言い、
平田はじめ誰も賛成する者はなかった。（同書、331－332頁）
　1917（大正6）年12月19日の項には、ロシアへの日本軍出兵問題がパリ会議の秘密会でフランスの委
員フォッシュ将軍から提起されたが、珍田捨巳大使も英国の委員バルフォアも不賛成であったというい
きさつを、本野外相が原に伝えたことが記されている。フォッシュは、ウラジオストックには米国から
輸送した多くの軍需物資があり、これがドイツの手中に収まるようなことがあってはならないから、日
本からウラジオストックに出兵して欲しい、と述べたという。原は、過激派の将来も穏和派の将来も一
切不明であり、列国がロシアに宣戦したとしても、さしあたり出兵するのは日本だけであって、日本が
出兵したとしてもシベリアを占領するだけであって、将来の外交、平和回復後の外交を考えるとまだ出
兵するかしないかを内定すべき時ではない、と述べている。本野外相は原に、シベリア鉄道によってド
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イツが潜水艦などを送り、ウラジオストックで組み立てるか、飛行機を送り込むようなことがあっては
困る、と言ったが、原はこれに対して、それは発見が容易であり、発見すれば防止は容易であろうし、
憂うるに足りない、と言っておいた、と記している。（同書、344－345頁）
　12月27日に外相官邸で開催された外交調査会では、いよいよ出兵問題が本野外相から具体的に提起さ
れることになるが、この時の原の態度は、ドイツの勢力がロシアに及ぶとか連合国から請求されたとい
うだけで出兵してく遂に大戦に至るが如き事は避けたし〉というもので、これを端緒として大戦に至る
覚悟なしには一兵卒を出すことも不可である、と断言している。本野外相は、あえてロシアと開戦する
という趣旨ではないが、ウラジオストックにある軍需品を保護するとか、ドイツがシベリア鉄道を利用
するのを妨げるとかいう目的で出兵してもかまわないだろう、という旨の発言をした。これに対して原
は、日本側はそのつもりでも、ロシアがこれを戦争を目的にしたものと考える場合には、日本側の弁明
は何の効果もなく、直ちに開戦となるであろうし、ドイツとロシアを相手に開戦した後、西部戦線に平
和が訪れた場合には、日本もシベリアから引き揚げるつもりなのであろうが、先方が講和しないという
ことになれば、日本だけが戦争を継続しなければならなくなるかもしれない、従って十分の覚悟がなけ
れば些少であっても出兵は出来ない訳だ、と反論している。（同書、348－349頁）
　1917年12月28日には、原は山県を訪問して、露独両国を相手にく大戦をなすの根本的覚悟〉がなけ
れば一兵も出すことは不可である、万一露独のほうから日本に戦争をしかけてくる場合には大戦で疲弊
した英仏は頼りにならず、もし米国を味方につければ軍資金を得るぐらいのことはあるであろう、とい
う意見を開陳している。（同書、349－350頁）
　これ以後の事態の展開については外務省百年史編纂委員会編『外務省の百年』上巻などに詳しく述べ
られているところなので、これらの叙述に譲ることにするが、本野外相の出兵積極論は、原や寺内の慎
重論によって抑えられた上に、1918年3月になって、アメリカ政府が日本のシベリア出兵に反対する意
向を明らかにした覚書を日本側に手交したことによって、一旦は慎重論が積極論を完全に抑え込む。し
かし、同年5月にシベリアのチェリアビンスクでチェコの武装したままの捕虜軍団が反乱を起こしたこ
とが契機になって、事態は新しい局面に入り、8月に日米が共同で出兵するに至る。このあたりのいきさ
つはよく知られているところであるが、ここで強調しておきたいのは、ロシア帝国の消滅によって生じ
た事態に対して、原敬が清帝国の消滅に対してよりもはるかに大きな関心を寄せ、しかも本野外相や陸
軍上層部の出兵論を批判して事態を慎重に静観すべきであるという態度を一貫して取り続けた事実につ
いてである。（『外務省の百年』上巻、674－－696頁）
4．山県有朋とロシア帝国の崩壊
　元老山県有朋は、第一次世界大戦のさなかに、ロシアとの軍事同盟を熱心に主張し、これに反対する
外相加藤高明を辞職に追い込んだ後、外相石井菊次郎に第四回日露協約を締結させて宿願を果たした。
協約の調印は1916（大正5）年7月3日に行われた。ロマノブ王朝崩壊の僅か九か月前である。山県の
一118一
? ’　会　’　Sfie：t’E
日露同盟論は、大戦後に予想される黄色人種と白色人種との人種戦争に備えてロシアを日本の味方に取
り込んで白色人種の陣営に懊を打ち込もうという意図に基づいていた。このような主張を盛り込んだ
1915（大正4）年2月21日の日付けの山県公爵意見書「日露同盟論」については、拙著『ユーラシア外
交史研究』の中で現代語訳を試みたので、ここでは立ち入らない。（同書、20－22頁，　要約は80－81頁。）
　ここで取り上げたいのは、この実質上の日露同盟がロマノブ王朝の崩壊と、とりわけ11月革命によっ
て雲散霧消したことが、山県に与えた衝撃についてである。すでに1916（大正5）年10月に山県は、古
稀庵を訪れた松岡洋右から、ロシアに遠からず大動乱が起こってロマノブ王朝は崩壊する、という予測
を聞かされて大きな衝撃を受けたという史実が、萩原極氏の筆になる『松岡洋右　その人と生涯』に収
録されている。（同書、87－89頁。）
　川田稔著『原敬と山県有朋　国家構想をめぐる外交と内政』（87－89頁）は、1918年9月下旬の寺内内
閣総辞職の後に原敬を推薦することに山県が同意した事情について、山県の意に添う適当な人物が冷つ
からなかったからだけでなく、むしろ日露同盟によって米英両国に拮抗しながら大陸での勢力圏の拡大
をはかろうとした山県の外交構想が1917年の二次にわたるロシア革命によって完全に崩壊したというこ
とが決定的に作用したと見ている。そして川田氏は次のように述べている。これは重視すべき見解であ
る。
　〈山県が原首相に同意した理由として、自己の陣営に適当な人材がみあたらなかったということや米
騒動の影響などがしばしばあげられているが、それらとならんでこの外交戦略の崩壊が重要な要因であ
ったと思われる。このことはあまり指摘されていないが見おとしてはならない点であろう。〉（同書、
89頁）
　こうして、ふたたび川田氏の叙述を引用すれば、〈かねてから対米英協調、とくに対米協調をつよく
主張し、日露提携や強引な大陸政策に危惧を表明していた原に、好むと好まざるにかかわらず、ひとま
ず国政をゆだねるほかはなくなったのである。〉（同書、88頁）
　川田氏の叙述から浮かび上がってくるように、日露同盟路線の崩壊は山県を筆頭とする当時の日本の
政治指導者層に深刻な打撃を与えた。しかしながら、大正外交史をめぐる通常の理解では、ワシントン
会議での日英同盟の解消が日本の孤立化を招いた事実は強調されているけれども、ロシア革命による日
露同盟路線の崩壊が同じく、あるいは日英同盟の解消以上に日本を孤立させた事実は、それほど強調さ
れていないように見受けられる。その意味で、吉村道男氏の『増補　日本とロシア』の中に見出される
次の指摘は重要である。
　＜要するに日英同盟と併存して東亜の利権擁護の武器として画策した日露同盟の路線が瓦解したとき、
日本の頼みとする与国が事実上消滅したことを意味する。（中略）結局日露同盟路線の瓦解はやがて日英同盟
廃棄への道に連なるものであり、元老等が危惧した日本の孤立化への道標であった。〉（吉村道男、323頁）
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5．後藤新平の日ソ提携論
　大正期日本外交史に関する問題は多岐にわたり、様々な角度からの接近が可能である。しかし、後藤
新平を中心に大正期日本外交史を考察することも、ひとつの方法であると考えられる。異色の著書『近
代日本外交思想史入門：原典で学ぶ17の思想』において、関静雄氏は、近現代日本の外交思想について
17の、外交思想にかかわる原典を挙げて抜粋を提示するとともに詳しい論評を加えている。これらの原
典のうち、大正期に関係するものは、大山梓編『山県有朋意見書』、宮崎浴天『三十三年の夢』、原敬『原
敬日記』（”ある。そこでは、後藤新平は取上げられていない。また、関静雄氏の別の著書『大正外交：
人物に見る外交戦略論』においても、宇垣一成、原敬、幣原喜重郎など、また外交評論家として清沢洌、
池崎忠孝が取上げられているが、後藤新平は同書でもやはり取上げられていない。
　そこで、寺内内閣（1916年10月一1920年9月）の外相をつとめた他、異色の政治家として活躍した
後藤新平について若干言及しておきたい。後藤は本野一郎の後任として1918年4月に外相に就任したが、
同年9月には寺内内閣が原敬首相ひきいる原内閣と交替したために、外相としての任期は短く、特色あ
る外交を展開する時間的余裕を与えられなかった。後藤の特色は、在米ドイツ人エミール・シャルクの
ドイツ語の著書『諸民族の競争』（1905年）を台湾民政長官時代に読んで、そこに示されたアメリカ合衆
国の世界的覇権確立の予想に触発されて発想した「新旧大陸対峙論」にもとつく行動に求められる。
　後藤は、ロシア革命以前に、「新旧大陸対峙論」にもとついて、帝政ロシアとの提携を模索し、伊藤博
文に「新旧大陸対峙論」を説いて、伊藤を動かしてハルビンでのロシアの政治家ココフツォーフとの会
見を実現させた。しかし伊藤は同地で暗殺され、後藤の構想は実らなかった。1917年11月にレーニンを
指導者とするロシア革命が勃発して、日露同盟論を説いて第四回日露協商を1916年7月に外相石井菊次
郎の手で実現させた元老山県有朋も、日露同盟論については沈黙せざるをえなくなった。ところが、後
藤新平は、ロシア革命後の共産主義国家ソ連とも「新旧大陸対峙論」実現の道を模索し、東京市長の地
位をなげうってまで、ソ連の外交官ヨッフェを日本に招致するために尽力した。右翼勢力の反対と、右
翼勢力による暗殺の危険をも顧みずに奔走した結果、1923年2月、ヨッフェの来日は実現し、1925年1
月の日ソ国交樹立に通じる基礎が構築された。
　後藤の「新旧大陸対峙論」にもとつく日ソ提携論は、ワシントン体制打破をめざすものであり、原敬
以来、ワシントン体制遵守を国是とした、外相幣原喜重郎に代表される霞ヶ関外交の主流と真正面から
対立するものであった。病後の身を押して1928年1月にスターリンとの会見にまで漕ぎ着けはしたけれ
ども、後藤の外交思想が実現することはなかった。けれども、異色尽くめの後藤の軌跡をたどることは、
大正外交史に側面からの照明を当てる意味を有すると考えられるのである。今回はこれ以上詳しく言及
する余裕はないが、拙著『ユーラシア外交史研究』第1部「ユーラシア外交史の試み」第5章「後藤新
平の『新旧大陸対峙論』」における考察を今後さらに深めることをも念願している。
　帝国とは、第一義的には皇帝が広大な領地を統治している国家を意味するであろう。愛親覚羅氏の王
朝が支配した清国もロマノブ王朝の支配したロシアも、この意味ではまさしく帝国であった。それでは
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ユーラシア大陸には帝国は全く消滅したのであろうか。ロシアにおいて革命後しばらくは内戦が続き、
日本のシベリア出兵もこの内戦を利用したもので、たとえばグリゴリー・セミョーノブがチタに設立し
た臨時シベリア政府あたりを操縦してあわよくば目本の自由に出来る塊偶政権の樹立をはかったもので
あろうが、やがて白軍の敗北によって内戦は共産党政権の勝利に終わり、レーニンが1924（大正13）年
1月21日に世を去り、その後で激烈な権力闘争を経てスターリンの独裁が確立したロシアは、皇帝こそ
早く処刑されて不在であったけれども、やはり帝国に等しい政治体制のもとに置かれるに至ったという
べきである。それにしても、そこには内戦の混乱は消えて強固であると同時に一定の安定性をそなえた
秩序が回復されていた。後藤が他の政治指導者と異なるのは、帝国不在の時期にはシベリア出兵に熱心
であったけれども、共産主義のもとでの復活した帝国とはいち早く提携をめざし、1923年にはみずから
が右翼勢力に暗殺される危険をおかしてまでソ連から有力外交官ヨッフェを招致し、二度の脳溢血に襲
われた病後の老躯をひっさげて、1927年から28年にかけての冬、厳寒のモスクワにスターリンとの会見
のために乗り込んだ点である。
6．極東共和国の問題
　日本軍のシベリア駐留が長引いているあいだに、チタを首都として極東共和国なるものが一応はソヴ
ィエト政府から独立の緩衝国家として1920年11月10日に設立された。実質的に日本軍の支配下にある
東シベリアに、アメリカ人好みの民主主義国家という形式で設立されたこの奇妙な国家は、アメリカ人
の同情を獲得し1921（大正10）年11月12日から1922年2月6日までワシントンで開催されたワシン
トン会議において、日本軍のシベリアからの撤兵を促進させる上で効果を発揮したといわれている。設
立の目的が達成されると、極東共和国は1922年11月16日にソヴィエト・ロシアに吸収合併されて消滅
した。ソヴィエト社会主義…共和国連邦（ソ連）が22年12月30日に正式に成立する前月である。この極
東共和国については、1967年に三輪公忠氏が『環太平洋関係史　国際紛争の中の日本』の中で、〈実質
的には日本の占領下にある東シベリアの広大な地域に、アメリカ人好みの民主主義政体の共和国を設立
すれば、アメリカの同情があつまり、軍事占領をつづける日本とアメリカとは必然的に敵対関係にはい
るだろうと計算されていた〉（同書、126－127頁）と述べて、極東共和国は日米離間を狙ったレーニンの
直接の指示によるもの（同書、126頁）と断定した。1990年になると、外務省勤務の上田秀明氏による
ロシア側の資料を駆使した画期的な研究『極東共和国の興亡』が刊行された。そこで、ここでは全てを
これらの研究に譲ってこれ以上詳論せず、一っの後日談だけを掲げておくことにする。
　1959年10月、米国訪問後に北京を訪れた当時のソ連の第一書記フルシチョフは、極東共和国方式によ
る台湾問題の解決を提案したとのことであり、この事実に言及した中西治氏は次のように述べている。
　＜フルシチョフは10月革命後の干渉戦争の際にソ連の極東地方に作られた緩衝国家「極東共和国」の方
式を台湾に適用し、一度、台湾に緩衝国家を作って独立させ、この国と米国との間で話し合って米軍を撤退
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させたのち、中国に復帰するという方式を考え出したようである。59年10月、フルシチョフは訪米を終え
たのちただちに北京を訪れ、「極東共和国」方式による台湾問題の処理を中国に勧めたという。〉（中西治、
203頁）
　同じく中西氏は、『北京周報』1963年9月10日、7号所収の中国政府スポークスマンの声明「ソ連政
府の8月21日の声明を評す」を引用して、＜中国はこのフルシチョフの勧めは「二つの中国」の陰謀に
同意することを要求したものであるとして拒否した〉と述べている。（同書、204頁、351頁、注38、注
39）
7．結論的考察
　大正外交史の背景を形成した清帝国とロシア帝国の崩壊に対する日本の指導者層の対応について若干
の考察を試みてきた。二つの大帝国の崩壊と消滅によって、ユーラシア大陸の中心部の広大な地域に、
一時的に権力の真空状態が生じた。この真空に引き寄せられた結果として、日本においてシベリア出兵
論が台頭した。原敬はこの動きに対して冷静かっ慎重な対応をすべきことを主張したが、結局1918（大
正7）年8月に出兵が開始され、1922（大正ll）年10月まで日本軍のシベリア出兵は続いた。ソヴィエ
ト政権はシベリアの、実質的に日本軍の支配下に置かれた地域に独立の極東共和国を設置するというフ
ィクションを用いて対抗した。中国大陸では形の上では段棋瑞の北京政権が存続したが、実質的には軍
閥割拠の無政府状態が清帝国崩壊後ほぼ20年続いた。ロシアにおける秩序の回復は中国におけるよりも
はるかに迅速で、内戦は数年で終結し、共産主義政権の独裁が確立して皇帝は処刑されたけれども帝国
は事実上復活するという事態となった。後藤新平の日ソ提携への努力はこの新事態への素早い反応であ
った。1918年4月から9月まで本野のあとを引き継いで寺内内閣の外相に就任していた時期の後藤はシ
ベリア出兵論の急先鋒であり、彼の短い外相在任期間にシベリア出兵が開始されるが、早くも1923年2
月には国内の激しい抵抗を押し切ってソ連からヨッフェを招致し日ソ国交回復の契機をっかもうとして
いる。
　ユーラシア大陸の真空状態に対してロシアと戦っていたドイツやオーストリアの側がどのような認識
をもったかを、例えば原敬の認識と比較するというのは興味ある研究課題である。そのための原稿を準
備したけれども、紙幅の関係で断念した。いずれにしてもユーラシア外交史という視角から大正外交史
を考察することは多くの可能性を開拓することに通じている。そのための準備作業としての本稿は、こ
こでいったん閉じることとしたい。
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